
 

 

平成１８年４月１９日 

総務省秋田行政評価事務所 

 

 

 

 
  

 

秋田行政評価事務所は、国民の立場に立った行政の実現を目指して、平成１８年度は、全国的な行政課題（政策評価、全国計画調査）、

地域特有の行政課題（地域計画調査）について、次のような取組を計画しています。 

 

第１期（平成 18 年 4 月～7 月） 第２期（平成 18 年 8 月～11 月）  第３期（平成 18 年 12 月～平成 19 年 3 月） 

政策評価 全国計画調査 地域計画調査 

客観性担保評価に係る情報収集活動 府省共通事務に関する行政評価・監視 
健康食品の広告の適正化に関する行政評価・ 

監視 

 

（主な活動項目） 

１ 地域における各種情報源からの問題

情報の把握・分析 

２ 把握した問題情報と国の評価との照

合・検証 

 

（調査担当局所） 

全国５局所 

 

 

（主な調査事項） 

１ 物品等の調達の状況 

２ 調達事務の体制、調達事務手続の状況 

３ 経費節減の取組状況 等 

 

 

（調査担当局所） 

全国２７局所 

 

（主な調査事項） 

１ 健康食品に係る広告の実施状況 

２ 所管行政庁における指導監督の実施状況 

 

 

 

（調査担当局所） 

東北管区局、福島事務所と合同 

（注） 実施予定テーマ等については、今後変更があり得ます。 
 

平 成 １ ８ 年 度 秋 田 行 政 評 価 事 務 所 が 行 う 行 政 評 価 ・ 監 視 等 ス ケ ジ ュ ー ル 
－平成１８年度行政評価等プログラム－ 

【お問い合わせ先】 
 秋田行政評価事務所 
  評価監視官 庄司 雅彦 
  （電話）０１８－８２４－１４２６ 


